
労働基準法ではなく雇用機会均等法で､周知義務化が効果的ではないか
男性育休は、周知義務化の議論が始まった段階で取得率が倍増した
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●ジャパネットタカタ ●株式会社東邦銀行

●恩賜財団済生会横浜市東部病院

●AGS株式会社 ●伊予銀行
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